
支給認定及び保育の実施等に
関する条例（素案）

平成２６年７月１７日
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１．本条例の概要
□本条例及び本条例施行規則では、子ども・子育て支援新制度において給付対象となる施設・事業を利用するにあたり、新た

に必要となる保育の必要性認定（支給認定）の基準等について規定するほか、認定こども園、保育園、家庭的保育事

業等で行われる保育の実施基準等について規定する。

Ａ．条例に規定する項目（案）

①支給認定に係る事由

②保育の実施基準

③区立保育園における延長保育の実施について

④過料について

Ｂ．規則に規定する項目（案）

①支給認定について

②保育料算定にあたり、世帯の負担能力を証明する書類の提出について

③保育の実施基準について

④保育の申込みについて

⑤保育の承諾について（利用調整（入園選考）基準指数、調整指数）

⑥保育の不承諾、解除について

⑦家庭状況の届出等について

⑧管外委託、受託について（区民が区外施設を希望する場合、区外在住者が区内施設を利用する場合）

⑨区立保育園における延長保育の実施基準について

⑩延長保育の承諾、不承諾、解除について

⑪区立保育園における指定延長保育（スポット保育）について
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２．支給認定の概要
１）子ども・子育て支援新制度では、保護者の申請を受けた区市町村が客観的基準に基づき、保育の必要性を認定した上で、

給付を支給する仕組みとなっている。（子ども・子育て支援法第１９条等）

【参考】認定区分

・１９条１項１号に該当する場合：教育標準時間認定

・１９条１項２号に該当する場合：満３歳以上・保育認定

・１９条１項３号に該当する場合：満３歳未満・保育認定

２）保育の必要性の認定に当たっては、以下の３点について、国が認定基準を策定することとされている。

①「事由」：保護者の就労、疾病等

②「区分」：保育標準時間、保育短時間の２区分。保育必要量

③「優先利用」：ひとり親家庭や虐待のおそれのあるケースの子ども等

３．支給認定区分
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保育の必要性なし 保育の必要性あり

３歳以上 教育標準時間認定（＝１号認定）
【主な利用先】幼稚園、

認定こども園（幼稚園部分）

保育認定（＝２号認定）
【主な利用先】保育所、

認可こども園（保育所部分）

３歳未満 認定なし 保育認定（＝３号認定）
【主な利用先】保育所、

認定こども園（保育所部分）、
地域型保育事業

保育短時間
１日最大８時間の保育利用が可能

保育標準時間
１日最大１１時間の保育利用が可能



４．保育を必要とする事由、必要量及び優先利用の基準

※優先利用については、今後国が例示する基準の内容と、区が既に調整基準として考慮している内容とを比較し、規定する。
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内容 備考

保
育
を
必
要
と
す
る
事
由

①就労
・１月４８時間以上労働することを常態とすること。
②妊娠中又は出産後間がないこと
③保護者の疾病、障害
④同居又は長期間入院等をしている親族の常時介護・看護
⑤災害復旧
⑥求職活動
⑦就学
⑧虐待やＤＶのおそれがあること
⑨育児休業取得時に、既に保育を利用している子どもがいて、
継続利用が必要であること
⑩保護者が死亡、離別、行方不明又は拘禁の状態にあること
⑪その他明らかに保育が必要であると区長が認める場合

※

保
育
の
必
要
量

○保育標準時間
・１日最大１１時間の保育利用が可能
・就労時間の下限は、１月１２０時間程度

○保育短時間
・１日最大８時間の保育利用が可能
・就労時間の下限は、１月４８時間以上

※



５．保育の実施基準について
□支給認定における保育を必要とする事由とは別に、支給認定において第２号及び第３号の認定を受けた子どもが、新制度

において給付対象となる施設・事業（保育所、認定こども園（保育所部分）、地域型保育事業）の利用を希望した場合に区が

行う利用調整（入園選考）のための要件となる「保育に欠ける要件（家庭で保育ができない事情）」について規定する。

６．区立保育園における延長保育の実施について
□区立保育園における延長保育（１８時１５分以降の保育をいう。）について、本条例で合わせて規定する。

７．申込手続等について
□申込み手続や、保育の実施について、本条例に定めるもののほかは、規則で定める旨を規定する。
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保育の実施基準

２号認定又は３号認定を受けた子どもの保護者のいずれもが、次に掲げる事項のいずれかに該当することにより、子どもを
保育することができないと認められる場合であって、かつ、同居の親族その他の者が子どもを保育することができないと認め
られる場合に、保育を行うものとする。

１．居宅外で労働することを常態としていること。
２．居宅内で子どもと離れて日常の家事以外の労働をすることを常態としていること。
３．妊娠中であること、又は出産後間がないこと。
４．疾病にかかり、若しくは負傷し、又は精神若しくは身体に障害を有していること。
５．長期にわたり疾病の状態にある親族又は精神若しくは身体に障害を有する親族を常時介護していること。
６．震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっていること。
７．区長が認める１～６に類する状態であること。



８．過料規定について
ⅰ）

■子ども・子育て支援法第１３条第１項

市町村は、子どものための教育・保育給付に関して必要があると認めるときは、この法律の施行に必要な限度において、小学
校就学前子ども、小学校就学前子どもの保護者若しくは小学校就学前子どもの属する世帯の世帯主その他その世帯に属する
者又はこれらの者であった者に対し、報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは提示を命じ、又は当該職員に質問させる
ことができる。

■子ども・子育て支援法第８７条第１項

市町村は、条例で、正当な理由なしに、第１３条第１項の規定による報告若しくは物件の提出若しくは提示をせず、若しくは虚
偽の報告若しくは虚偽の物件の提出若しくは提示をし、又は同項の規定による当該職員の質問に対して、答弁せず、若しくは
虚偽の答弁をした者に対し１０万円以下の過料を科する規定を設けることができる。

ⅱ）

■子ども・子育て支援法第２３条第２項

市町村は、前項の規定による申請（※）により、支給認定保護者につき、必要があると認めるときは、支給認定の変更の認定
を行うことができる。この場合において、市町村は、当該変更の認定に係る支給認定保護者に対し、支給認定証の提出を求め
るものとする。 ※支給認定の変更申請

■子ども・子育て支援法第２３条第４項

市町村は、職権により、支給認定保護者につき、第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子
どもが満三歳に達したときその他必要があると認めるときは、内閣府令で定めるところにより、支給認定の変更の認定を行うこ
とができる。この場合において、市町村は、内閣府令で定めるところにより、当該変更の認定に係る支給認定保護者に対し、支
給認定証の提出を求めるものとする。

■子ども・子育て支援法第２４条第２項

前項の規定により（※）支給認定の取消しを行った市町村は、内閣府令で定めるところにより、当該取消しに係る支給認定保
護者に対し支給認定証の返還を求めるものとする。 ※支給認定の取消し要件

■子ども・子育て支援法第８７条第３項

市町村は、条例で、第２３条第２項若しくは第４項又は第２４条第２項の規定による支給認定証の提出又は返還を求められて
これに応じない者に対し１０万円以下の過料を科する規定を設けることができる。

◆これらの規定を受け、世田谷区は、ⅰ）及びⅱ）について条例において過料にかかる規定を設ける。
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